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２ 予算の執行状況 

 

(1) 収益的収入及び支出（記載金額は消費税及び地方消費税額を含む。） 

収益的収支に係る予算の執行状況は、次のとおりである。 

 

ア 収益的収入の予算執行状況 

収 入                                （単位：千円・％） 

 区 分 予算現額 決算額 
予算現額に対する

決算額の増減 
執行率 

下水道事業収益 7,072,689 6,963,903 △108,786 98.5 

 営業収益 4,985,181 4,896,323 △88,858 98.2 

 営業外収益 2,087,307 2,063,851 △23,456 98.9 

 特別利益 201 3,729 3,528 1,855.2 
 

（備考） 決算額には、仮受消費税及び地方消費税 341,100 千円並びに消費税及び地方消費税還付金 78,238 千円を

含む。 

営業収益は、下水道使用料 45億 4,916万 5千円及び雨水処理負担金 2億 4,396万 9千円が主な

ものである。営業外収益は、長期前受金戻入（注）13億 5,478万 8千円及び他会計補助金 6億 2,737万

3千円が主なものとなっている。 
 

（注）１ 長期前受金：減価償却を行うべき固定資産の取得又は改良に充てるための補助金等の交付を受けた場

合における、その交付を受けた金額に相当するもの 
 

   ２ 長期前受金戻入：償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等について負債に計上した長期前

受金のうち、減価償却見合い分を収益化したもの  

 

イ 収益的支出の予算執行状況 

支 出                                （単位：千円・％） 

 区 分 予算現額 決算額 不用額 執行率 

下水道事業費用 6,607,879 6,301,276 306,603 95.4 

 営業費用 5,558,434 5,305,025 253,409 95.4 

 営業外費用 1,037,008 995,341 41,667 96.0 

 特別損失 2,437 910 1,527 37.3 

 予備費 10,000 0 10,000 0 

（備考） 決算額には、仮払消費税及び地方消費税 119,457 千円を含む。 

営業費用は、減価償却費 34 億 166 万 9 千円や、処理場費 9 億 3,796 万 8 千円が主なものであ

る。また、営業外費用は、企業債に係る支払利息 9億 9,534万 1千円が主なものとなっている。 
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 (2) 資本的収入及び支出（記載金額は消費税及び地方消費税額を含む。） 

資本的収支（設備投資など、支出の効果が翌年度以降に及び、将来的な収益に対応することとな

る取引などの収支）に係る予算の執行状況は、次のとおりである。 
 

ア 資本的収入の予算執行状況 

収 入                                （単位：千円・％） 

区  分 予算現額 決算額 
予算現額に対す

る決算額の増減 
執行率 

資本的収入 10,463,787 8,944,785 △1,519,002 85.5 

  企業債 6,738,500 5,909,700 △828,800 87.7 

  補助金 2,319,420 1,690,790 △628,630 72.9 

  負担金 905,866 844,281 △61,585 93.2 

  他会計からの長期借入金 500,000 500,000 0 100 

  固定資産売却代金 1 14 13 1,400 

（備考） 決算額には、仮受消費税及び地方消費税 1 千円を含む。 
 

資本的収入の主なものは、企業債 59億 970万円、補助金 16億 9,079万円である。 

なお、企業債借入額 59億 970万円のうち、38億 1,170万円を前年度に企業債前借として借

り入れており、企業債の実収入額は 20億 9,800万円である。 

 

イ 資本的支出の予算執行状況 

支 出                                （単位：千円・％） 

区 分 予算現額 決算額 繰越額 不用額 執行率 

資本的支出 12,371,228 10,309,728 1,377,894 683,606 83.3 

  建設改良費 8,761,594 6,711,986 1,377,894 671,714 76.6 

  企業債償還金 3,599,634 3,597,742 0 1,892 99.9 

  予備費 10,000 0 0 10,000 0 

（備考） 決算額には、仮払消費税及び地方消費税 477,648 千円を含む。 
 

資本的支出は、建設改良費のうち管渠建設費 51億 7,082万 4千円及び中央浄化センター水処

理施設・放流渠耐震補強工事 7億 8,084万 6千円並びに企業債償還金 35億 9,774万 2千円が主

なものである。建設改良費の繰越額は、管渠布設工事などを翌年度に繰り越したことによる。 

 

ウ 資本的収支の不足額 

先に述べたように、本年度の企業債借入額 59億 970万円のうち、38億 1,170万円を前年度

に企業債前借として借り入れている。 

このため、資本的支出額における不足額は、以下のとおりとなる。（補てん状況については、

「(3) 資本的収支不足額の補てん状況」を参照） 

資本的収入額  28 年度に前借した企業債  資本的支出額    資本的収支不足額 

   （8,944,785千円  －  3,811,700千円）－ 10,309,728千円 ＝ △5,176,643千円 
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(3) 資本的収支不足額の補てん状況 

資本的収支不足額の補てん状況は、次表のとおりである。 

 

資本的収支不足額の補てん財源等の額 

（単位：千円） 

区   分 補てん額 

 消費税及び地方消費税資本的収支調整額〔当年度分〕 232,353 

 減債積立金 340,000 

 損益勘定留保資金〔過年度分〕 325,352 

 損益勘定留保資金〔当年度分〕 1,341,538 

 一時借入金（起債前借） 2,937,400 

計 5,176,643 

  

（備考） 

１ 消費税及び地方消費税資本的収支調整額：仮受消費税額等と仮払消費税額等との差額から特定収入見合消費税

額を除いたものを、資本的収支予算の調整額として会計上別途内部留保するもの 

２ 減債積立金：特定の目的のため議会の議決を経て積み立てた積立金の１つで、補てん財源として使用できる。 

３ 損益勘定留保資金：実際の支出が行われずに帳簿上計上される費用の合計額。内部留保資金にできる。 

４ 一時借入金（起債前借）：企業債の前借分。補てん財源による補てんの不足分をこれによって措置している。 

 

 


